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資料２ 

第２章 市のこどもを取り巻く現状 

 

2.1 人口・人口推計 

2.1.1 総人口の推移 

東松山市の総人口は、平成３１年から令和２年にかけて若干減少しましたが、

その後は微増傾向となり、令和６年４月１日時点で９０，８６２人となっていま

す。 

 

年齢３区分別人口を見ると、年少人口は各年１万人台であるものの、平成３０

年から令和６年にかけて減少を続けています。生産年齢人口については、令和４

年まで減少を続けてきましたが、その後は増加に転じています。高齢者人口につ

いては、平成３０年から令和６年にかけて増加を続けています。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

（出典）住民基本台帳（各年４月１日現在） 
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年齢３区分別人口比率を見ると、平成３０年から令和６年にかけて、年少人口

比率が低下、高齢者人口比率が上昇傾向にあります。生産年齢人口比率は令和４

年以降横ばいの状態にありますが、高齢者人口比率は一貫して増加を続けており、

東松山市では人口の高齢化が進んでいることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）住民基本台帳（各年４月１日現在） 
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2.1.2 人口推計 

プランの策定に向けて、計画期間を中心に令和２７年（２０４５年）までの中

期的な総人口及び年代三区分別人口をコーホート変化率法により推計しました。

推計の条件等は次のとおりです。 

 

【推計条件】 

推計手法 コーホート変化率法 

推計の時点 各年４月１日時点 

推計に用いる基礎データ 住民基本台帳人口 

１歳以上の各歳人口の推計法 各歳について推計。 

・前年の０－１歳人口に変化率を乗じて０歳人

口を算出します。 

・変化率は、「令和３年～４年」「令和４年～５

年」「令和５年～６年」の平均値とします。 

０歳人口の推計法 各年の推計出生数を算出し、これを各年の０歳

人口とします。 

・具体的には、各年の１５～４９歳の女性人数

を５歳階級別に区分し、それぞれに５歳階級

別の推計出生率を乗じて、母親の５歳階級別

の推計出生数を算出し、それを合算した人数

を当該年の推計出生数とします。 

・各年の母親の５歳階級別の推計出生率は、令

和４年の東松山市の５歳階級別の出生率の

構成比を各年の合計特殊出生率の数値に乗

じて算出します。 

０歳人口の推計に用いる合計特

殊出生率の推計法 

東松山市の直近の合計特殊出生率（令和４年＝

１．０５）に、全国の合計特殊出生率推計値（国

立社会保障・人口問題研究所による中位推計

（令和５年公表））の対前年伸び率を乗じて、推

計期間中各年の東松山市における合計特殊出

生率を算出します。 
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10,544 10,409 10,297 10,118 9,958 9,794 9,674 9,532 8,922 

53,030 53,167 53,251 53,306 53,421 53,499 53,574 53,667 51,999 

26,817 27,029 27,314 27,509 27,612 27,502 27,507 27,372 28,300 

90,391 90,605 90,862 90,933 90,991 90,795 90,755 90,571 89,221 
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（推計）

令和10年

（推計）

令和11年

（推計）

令和22年

（推計）

（人）

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

高齢者人口（65歳以上） 年少人口比率(右目盛り）

東松山市の総人口は、近年微増傾向となっていますが、今後は増減を繰り返し

ながら９万人前後で推移し、令和２２年（２０４０年）の総人口は８９，２２１

人となることが予測されます。年少人口比率はしばらく低下を続け、令和１５年

に１０％を下回った後は横ばい傾向となるものと予測されます。 

第３期プラン計画期間の最終年の令和１１年の東松山市の人口は９０，５７１

人と見込まれ、そのうち１４歳以下は９，５３２人、年少人口比率は１０．５％

となります。 

なお、令和２２年（２０４０年）の東松山市の１４歳以下の人口は８，９２２人

で、年少人口比率は１０．０％となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年４月１日時点。令和４～６年は住民基本台帳人口。令和７年度以降は推計人口。 
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2.1.3 こどもの人口（１８歳未満） 

 こどもの人口（１８歳未満）については、平成３０年から令和６年にかけて減

少を続けており、令和６年４月１日時点で１２，５２１人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（出典）住民基本台帳（各年４月１日現在） 
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2.2 子育てに関する指標 

2.2.1 出生数、出生率 

東松山市の出生数は、平成２８年から令和４年にかけて減少傾向にあります。

令和２年から３年にかけて２４人増加したものの、令和３年から４年にかけては

８７人の減少に転じました。また、出生率（人口千対）を見ると、平成３０年か

ら令和元年、令和３年から４年にかけて数値が大幅に低下しており、令和４年時

点で５．１となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）埼玉県保健医療政策課「埼玉県の人口動態概況」 

 

2.2.2 合計特殊出生率 

 東松山市の合計特殊出生率の推移を見ると、数値が低下傾向にあります。令和

元年から２年にかけて数値が上昇したものの、その後は再び低下を続けています。

令和４年時点では１．０５で、平成１５年の１．０７を下回る過去最低の状況と

なっています。 

 合計特殊出生率は、全国、埼玉県でも数値が低下傾向にあります。東松山市で

は平成２７年に全国及び埼玉県の数値を上回っていたものの、その後は令和２年

を除いていずれも全国及び埼玉県の数値を下回っています。 

 

 

 

 



- 7 - 
 

1.46

1.29 1.30 1.28

1.16

1.29

1.21

1.05

1.26

1.17

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

東松山市 全国 埼玉県

262 
331 

403 
512 

443 393 

55 
58 

55 

47 
58 

61 

317 

389 
458 

559 
501 

454 

3.7%

5.0%

6.6%

8.6%

7.6%
6.8%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

0

200

400

600

800

1,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（人）

母子世帯 父子世帯 核家族世帯数に占める割合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）埼玉県保健医療政策課「埼玉県の人口動態概況」 

2.2.3 ひとり親世帯の状況 

東松山市の１８歳未満のこどものいるひとり親世帯は、平成２２年まで増加を

続けていましたが、その後は減少に転じており、令和２年時点で４５４世帯と

なっています。  

核家族世帯数に占めるひとり親世帯の割合は、平成７年の３．７％から平成２

２年に８．６％まで上昇を続けていましたが、その後は下降に転じており、令和

２年には６．８％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国勢調査 
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2.2.4 外国籍のこどもの人口 

東松山市の外国籍のこどもの人口（１８歳未満）は令和３年以降増加傾向にあ

り、令和６年時点で３４３人となっています。１８歳未満のこども全体に占める

外国籍のこどもの割合についても、平成３０年の１．９％が令和６年には２．７％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）住民基本台帳（各年４月１日現在） 

  

令和６年４月１日現在の外国籍のこどもの人口（１８歳未満）の年齢構成は、

０～５歳が１４１人、６歳～１１歳(小学生相当)が１０４人、１２～１７歳（中・

高校生相当）が９８人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）住民基本台帳（各年４月１日現在） 
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 東松山市の外国人市民の国籍別人口は、ベトナムが９６３人で最も多く、次い

で中国が４８１人、ブラジルが４２８人となっています。 

 

 東松山市内の外国人国籍別人口上位５国 

順位 国名 人数 

１ ベトナム 963 

２ 中国 481 

３ ブラジル 428 

４ フィリピン 309 

５ ネパール 270 

 

（出典）住民基本台帳（令和６年４月１日現在） 

 

2.2.5 女性の就業状況 

東松山市の年齢階級別労働力率は、全国的な傾向と同様に、男性は２５歳から

５９歳までの年代が平らな台形となっているのに対し、女性は結婚・出産・子育

て期にあたる３０歳代で一旦低下し、その後再び上昇する「Ｍ字カーブ」を形成

しています。なお、この１０年間で各年代における女性の労働力率は高まってお

り、「Ｍ字カーブ」の底は浅く、勾配も緩やかになっています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（出典）国勢調査 
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2.2.6 未婚率 

 東松山市の令和２年時点の男性の未婚率は、３０～３４歳で５１．１％、３５

～３９歳で３８．８％となっています。経年変化を見ると、平成２７年から令和

２年にかけて多くの年代で低下していますが、３０～３４歳では１０ポイント程

度上昇しています。  

女性の未婚率は２５～２９歳が６３．５％、３０～３４歳が３７．４％、３５

～３９歳が２７．６％となっており、平成２７年から令和２年にかけて３５～３

９歳を除いた各年代で低下しています。 

 

 

《男性の年齢別未婚率》        《女性の年齢別未婚率》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国勢調査 
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2.3 幼稚園・保育施設の状況 

2.3.1 幼稚園・保育施設園児数の推移 

市内には、令和６年時点で幼稚園が６園、認可保育園が１７園、認定こども園

が２園、小規模保育事業所が８園あり令和５年４月１日現在２，５９０人が通園

しています。 

このうち、幼稚園児数（幼稚園及び認定こども園の幼稚園部分の児童数をいう。

以下同じ。）は１，０１１人となっており、令和４年に比べ５２人減少しています。 

保育施設園児数（認可保育園、小規模保育事業所及び認定こども園の保育園部

分の園児数をいう。以下同じ。）は１，５７９人となっており、令和４年に比べ１

５人増加しています。 
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2.3.2 保育施設待機児童の推移 

待機児童（各年４月１日）は、平成３１年は３６人、令和２年は６人、令和３、

４年は０人でしたが、令和５年には２０人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

0 歳児 0 0 0 0 0 

1 歳児 36 6 0 0 0 

2 歳児 0 0 0 0 20 

3 歳児 0 0 0 0 0 

4 歳以上児 0 0 0 0 0 

合計 36 6 0 0 20 
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2.4 こどもの貧困の状況 

2.4.1 生活保護世帯数 

東松山市の生活保護被保護世帯数は、平成２９年度の７８７世帯が令和４年度

には９５０世帯まで増加を続けています。保護率の推移をみると、東松山市では

平成２９年度から令和４年度にかけて数値が上昇を続けており、特に令和２年度

から３年度にかけて急激な増加がみられます。平成２９年度から令和４年度にか

けて、全国、埼玉県平均値は微減傾向にあるのに対し、東松山市では上昇傾向に

あり、令和３年度以降は埼玉県平均値と近い値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）埼玉県資料 
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2.4.2 こどもの貧困率※ 

全国のこどもの貧困率は、平成２４年に１６．３％だったものが、令和３年に

は１１．５％まで低下したとはいえ、依然深刻な状況にあります。生まれ育った

家庭の経済状況がこどもの進学や就職などに影響を及ぼし、格差の固定化や貧困

の連鎖につながることが懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）埼玉県資料 

 

※ こどもの貧困率とは、こども全体に占める、等価可処分所得が貧困線に満たないこどもの割
合。貧困線とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いた
いわゆる手取り収入）を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分の額。これ
らの算出方法は、OECD（経済協力開発機構）の作成基準に基づく。 
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2.5 ニーズ調査結果 

2.5.1 調査の目的 

 本プランの策定に向け、保護者に対してはこどもの教育・保育・子育て支援に

関する「現在の利用状況」や「今後の利用希望」などについて、こどもに対して

は東松山市に対する愛着等を調査するアンケートを実施しました。 

 

2.5.2 調査の概要 

 ① こども・子育て支援に関するアンケート調査 

 （就学前児童の保護者用） 

調査対象 就学前児童の保護者 

調査方法 対象者に郵送で調査依頼を配布し、webにて回答 

調査期間 令和５年１２月５日から２８日まで 

配 布 数 １，０００件 

回 答 数 ４８３件 

回 答 率 ４８．３％ 

 

 ② こども・子育て支援に関するアンケート調査 

 （小学生保護者用） 

調査対象 小学生の保護者 

調査方法 対象者に郵送で調査依頼を配布し、webにて回答 

調査期間 令和５年１２月５日から２８日まで 

配 布 数 １，０００件 

回 答 数   ５０９件 

回 答 率  ５０．９％ 

 

 ③ 東松山市こどもアンケート（小学生用） 

調査対象 小学４年生から６年生の児童 

調査方法 学級担任より調査依頼をし、webにて回答 

調査期間 令和５年１２月１日から２２日まで 

配 布 数 ２，１８３名（令和５年５月末時点） 

回 答 数 １，９９３名 

回 答 率 ９１．２９％ 
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69.8

27.7

4.3

29.4

22.8

37.3

3.3

3.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

父母ともに

母親

父親

祖父母

幼稚園

保育園

認定こども園

その他

無回答

総数=483 （複数回答）

60.1

34.4

2.2

25.1

47.7

22.0

2.9

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

父母ともに

母親

父親

祖父母

小学校

放課後児童クラブ（学童保育）

その他

無回答

総数=509 （複数回答）

 ④ 東松山市こどもアンケート（中学生用） 

調査対象 中学１・２年生の生徒 

調査方法 学級担任より調査依頼をし、webにて回答 

調査期間 令和５年１２月１日から２２日まで 

配 布 数 １，４７２人（令和５年５月末時点） 

回 答 数 １，２０８人 

回 答 率 ８２．０６％ 

 

2.5.3 調査結果の概要 

① 子育てをめぐる環境について 

問 宛名のお子さんの子育て(教育を含む)を主に行っている方をお答えくださ

い。 

日常的に子育てを主に行っている人は、「父母ともに」が最も多くなっています。 

 

【就学前児童保護者】             【小学生保護者】 
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53.0

48.2

26.5

14.3

9.7

9.1

4.6

3.9

3.5

2.3

1.2

0.6

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

認可保育園

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認定こども園

小規模な保育施設

ファミリー・サポート・センター

事業所内保育施設

居宅訪問型保育

その他の認可外の保育施設

家庭的保育

家庭保育室

その他

無回答

総数=483 （複数回答）

68.9

80.5

9.1

2.9

21.3

15.5

0.6

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土曜日

日曜・祝日

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 無回答

② 定期的な教育・保育事業の利用希望について 

 

問 平日の教育・保育の事業として、定期的に利用したいと考える事業をお答えく

ださい。 

 

【未就学児保護者】 

 「認可保育園」が 53.0％、「幼稚

園」が 48.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 宛名のお子さんの土曜日、日曜日・祝日の定期的な教育・保育の事業の利用希

望についてお答えください 

※教育・保育事業とは、幼稚園、保育園、認可外保育施設などの事業を指しますが、親族・知人

による預かりは含みません。 

 

【未就学児保護者】 

 土曜日については、「利用する必要はない」が 68.9％、「ほぼ毎週利用したい」

が 9.1％、「月に１～２回は利用したい」が 21.3％となっています。 

日曜日・祝日については「利用する必要はない」が 80.5％、「ほぼ毎週利用し

たい」が 2.9％、「月に１～２回は利用したい」が 15.5％となっています。 
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56.8

49.6

38.1

25.2

21.6

10.8

1.4

23.0

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自宅

放課後児童クラブ（学童保育）

習い事（ピアノ教室、サッカークラ

ブ、学習塾など）

祖父母宅や友人・知人宅

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・センター

その他（図書館、市民活動セン

ター、公園など）

無回答

総数=139 （複数回答）

38.6

0.9

51.5

13.3

8.9

84.9

1.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

父親

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

③ 小学校就学後の放課後の過ごし方について 

問 25．小学校低学年(1～3 年生)のときに平日の放課後に過ごさせたい場所につ

いてお答えください。 

 

【未就学児保護者】 

「自宅」が 56.8％で最も多く、次いで

「放課後児童クラブ(学童保育)」が

49.6％、「習い事（ピアノ教室、サッカー

クラブ、学習塾など）」が 38.1％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

④ 職場の両立支援制度について 

 

問 宛名のお子さんが生まれた時の育児休業の取得についてお答えください。 

 育児休業は、母親は「取得した」が 51.5％、「働いていなかった」が 38.6％、

「取得していない」が 8.9％となっています。父親は「取得した」は 13.3％、「取

得しなかった」が 84.9％となっています。 
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43.4

43.2

33.9

21.1

17.2

15.9

9.3

6.9

6.2

3.1

1.8

0.3

0.3

6.7

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事が忙しかった

職場に育児休業を取りにくい雰囲気が

あった

収入減となり、経済的に苦しくなる

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみ

てもらえるなど、制度を利用する必要が

なかった

仕事を休みたくなかった

職場に育児休業の制度がなかった（就

業規則に定めがなかった）

昇給・昇格などが遅れそうだった

仕事に戻るのが難しそうだった

保育園などに預けることができた

育児休業を取得できることを知らなかっ

た

子育てや家事に専念するため退職し

た

有期雇用のため育児休業の取得要件

を満たさなかった

その他

無回答

総数=389 （複数回答）

問 (父親)育児休業を取得していない理由についてお答えください。 

 

「仕事が忙しかった」が 43.4％で最

も多く、次いで「職場に育児休業を取り

にくい雰囲気があった」が 43.2％、「収

入減となり、経済的に苦しくなる」が

33.9％となっています。 
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76.6

73.7

70.6

61.9

61.5

55.9

48.9

45.8

42.9

42.0

2.1

2.7

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育園などへの

入園の見通しが立つこと

勤務先や職場の

理解・協力が得られる環境

自宅近くや通勤途中など、送迎のし

やすい

保育園などへ入園できる環境

勤務時間に関する制度の充実

（育児短時間勤務制度、フレックス

タイムなど）

いざというときに理由を問わず

子どもを預けられるサポート体制

希望どおり産休や育休が

取得できる

配偶者や祖父母などの協力

・理解が得られる

妊娠中・出産後も同じ勤務先で

継続して就業できる環境がある

産前産後休暇の充実

出産、育児後の職場復帰や再就職を

容易にするための支援の充実

特になし

その他

無回答

総数=483 （複数回答）

問 仕事と子育てを両立するためにあればよいと思うことについてお答えくだ

さい。 

【未就学児保護者】 

「保育園などへの入園の見通しが立つこと」が 76.6％で最も多く、次いで「勤務

先や職場の理解・協力が得られる環境」が 73.7％、「自宅近くや通勤途中など、

送迎のしやすい保育園などへ入園できる環境」が 70.6％となっています。 
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好き

57.8%
まあ好き

35.5%

あまり好きではない

3.9%

好きではない

1.6%

無回答

1.2%

好き

42.2%

まあ好き

49.3%

あまり好きではない

5.1%

好きではない

2.0%

無回答

1.3%

18.2%

59.4%

58.7%

6.3%

53.2%

8.1%

9.2%

7.8%

45.8%

4.2%

76.4%

34.3%

43.8%

71.2%

56.0%

24.3%

44.7%

1.1%

10.3%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校での勉強

学校の休み時間

学校での行事

（運動会、体育祭、文化祭、修学旅行など）

児童会・生徒会活動

クラブ活動、部活動

放課後児童クラブ（学童保育）の行事

地域（自治会、こども会など）の行事

塾での勉強

習いごと、スポーツ少年団など

ボランティア活動

友達と遊んでいるとき

自分一人で遊んでいるとき

兄弟姉妹や家族と遊んでいるとき

ゲームをしているとき

テレビやＤＶＤを観ているとき

メール、ＬＩＮＥをしているとき

インターネットを見ているとき

特にない

その他

無回答

⑤ 東松山市への愛着について(児童・生徒) 

 

問 あなたは東松山市が好きですか。 

小学生では「好き」が 57.8％、「まあ好き」が 35.5％となっています。 

中学生では「好き」が 42.2％、「まあ好き」が 49.3％となっています。 

 

【小学生】            【中学生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 夢中になれることについて(児童・生徒) 

問 あなたが楽しくて夢中になれることはなんですか。 

 

【小学生】 

「友達と遊んでいるとき」が

76.4％で最も多く、次いで「ゲーム

をしているとき」が 71.2％、「学校

の休み時間」が 59.4％、「学校での

行事（運動会、体育祭、文化祭、修

学旅行など）」が 58.7％、「テレビや

ＤＶＤを観ているとき」が 56.0％と

なっています。 
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10.4%

57.2%

63.3%

4.3%

52.3%

0.9%

3.7%

9.6%

28.2%

5.0%

79.3%

45.4%

37.9%

68.0%

56.0%

47.7%

59.4%

1.2%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校での勉強

学校の休み時間

学校での行事

（運動会、体育祭、文化祭、修学旅行など）

児童会・生徒会活動

クラブ活動、部活動

放課後児童クラブ（学童保育）の行事

地域（自治会、こども会など）の行事

塾での勉強

習いごと、スポーツ少年団など

ボランティア活動

友達と遊んでいるとき

自分一人で遊んでいるとき

兄弟姉妹や家族と遊んでいるとき

ゲームをしているとき

テレビやＤＶＤを観ているとき

メール、ＬＩＮＥをしているとき

インターネットを見ているとき

特にない

その他

【中学生】 

「友達と遊んでいるとき」が

79.3％で最も多く、次いで「ゲーム

をしているとき」が 68.0％、「学校

での行事（運動会、体育祭、文化祭、

修学旅行など）」が 63.3％、「イン

ターネットを見ているとき」が

59.4％、「学校の休み時間」が 57.2％、

「テレビやＤＶＤを観ているとき」

が 56.0％、「クラブ活動、部活動」

が 52.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


